
令和５年箕輪町告示第５５号 

 

 箕輪町家庭におけるゼロカーボン推進補助金交付要綱を次のように定める。 

 

  令和５年４月１日 

 

        箕輪町長 白鳥 政徳 

 

   箕輪町家庭におけるゼロカーボン推進補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、家庭における創エネルギーと省エネルギーを促進することで、

ゼロカーボンを推進し、持続可能な社会を構築するため、住民が行う住宅の整備等

に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、箕輪町補助

金等交付規則（昭和55年箕輪町規則第21号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する太陽光モジュール及びその附属設

備をいう。 

(２) 定置型蓄電設備 太陽光発電設備と常時接続しており、同設備が発電する電

気を充放電できる定置型蓄電池及びその附属設備をいう。 

(３) 太陽熱利用システム 太陽熱エネルギーを集熱器により吸収して、給湯その

他熱利用に供するものをいう。 

(４) 既存住宅 既に人の居住の用に供したことがある町内の住宅をいう。 

(５) ＺＥＨ水準住宅 強化外皮基準（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平

成11年法律第81号）第３条の２第１項に規定する日本住宅性能表示基準（平成13

年国土交通省告示第1346号）に従って表示すべき住宅の性能に関する評価の方法

の基準における断熱等性能等級５以上の基準（結露の発生を防止する対策に関す

る基準を除く。））を満たし、かつ、再生可能エネルギーを除いた一次エネルギ

ー消費量が省エネ基準（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成

27年法律第53号）第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準

をいう。）の基準値から20％以上削減となる省エネ性能の水準を満たす住宅をい

う。 

(６) 断熱性能向上リフォーム 既存住宅の壁、床、屋根、屋根裏及び窓等におい

て断熱性能を向上させるリフォーム工事をいう。 

(７) ＥＶ 搭載された電池によって駆動される電動機のみを原動機とし、内燃機

関を併用しない検査済自動車をいう。 

(８) ＰＨＶ 搭載された電池によって駆動される電動機及び内燃機関を原動機と



して併用し、かつ、外部からの充電が可能な検査済自動車をいう。 

(９) Ｖ２Ｈ充放電設備 電気自動車から電力の取り出し、及び電気自動車に充電

する装置をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次のいず

れにも該当する個人とする。 

(１) 町長が指定した日以降に補助対象事業に着手し、かつ、町長が指定した日ま

でに第９条に規定する実績報告書を提出できること。 

(２) 過去に同種の補助対象設備等を対象として、本要綱による補助金の交付を受

けていないこと。 

(３) 補助対象者及び補助対象者と同一世帯に属する者が、町税等を滞納していな

いこと。 

(４) 箕輪町暴力団排除条例（平成23年箕輪町条例第15号）に規定する暴力団若し

くは暴力団員又は警察当局から排除要請された者でないこと。 

（補助対象設備等、補助要件、補助対象経費及び補助金額） 

第４条 補助対象設備等、補助要件、補助対象経費及び補助金額は、それぞれ別表第

１に掲げるとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した補助金額に1,000円未満の端数が生じた場合には、こ

れを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、箕輪町家

庭におけるゼロカーボン推進補助金交付申請書（様式第１号）に別表第２に掲げる

書類及びその他町長が必要と認める書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の申請があったときは、これを審査し、その結果を申請者に通

知するものとする。 

（事業の変更等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付の決

定を受けた事業（以下「補助事業」という。）を変更又は中止しようとするときは、

箕輪町家庭におけるゼロカーボン推進補助金事業変更等承認申請書（様式第３号）

を町長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、これを審査し、その結果を補助事業者に通

知するものとする。 

（繰越承認申請） 

第８条 補助事業者は、町長が指定した日までに補助事業が完了しないときは、当該

年度の１月10日までに箕輪町家庭におけるゼロカーボン推進補助金繰越承認申請書

（様式第４号）を提出し、町長の承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、これを審査し、補助事業の繰越しの可否を

決定し、その結果を補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 



第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了から30日以内又は町長が指

定する日のいずれか早い日までに、箕輪町家庭におけるゼロカーボン推進補助金実

績報告書（様式第５号）に別表第２に掲げる書類及びその他町長が必要と認める書

類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（補助金の確定） 

第10条 町長は、前条の報告があったときは、これを審査し、交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合すると認められるときは、補助金の額を確定し、申請者に通

知するものとする。 

（補助金の請求） 

第11条 補助事業者は、補助金の交付を請求するときは、箕輪町家庭におけるゼロカ

ーボン推進補助金交付請求書（様式第６号）により、町長に請求するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第12条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

の決定を取り消すものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付の条件に違反したとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る補助金が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を求め

るものとする。 

（取得財産の管理） 

第13条 補助事業者は、補助事業により設置した設備等（以下「取得財産」とい

う。）を、善良な管理者の注意をもって管理し、適正な運用を図らなければならな

い。 

（財産処分の制限） 

第14条 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令

第15号）に定める耐用年数の期間内において、取得財産を補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供するときは、箕輪

町家庭におけるゼロカーボン推進補助金財産処分申請書（様式第７号）により町長

の承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者が前項の規定により取得財産を処分したときは、町長は、その交付し

た補助金の全部又は一部に相当する額の返還を求めるものとする。 

（自家消費量の報告） 

第15条 太陽光発電設備を設置した補助事業者は、補助事業の完了年度の翌年度から

起算して５年間、毎年町長が指定する日までに当該年度に発電した電力量や自家消

費量等の実績について、箕輪町家庭におけるゼロカーボン推進補助金自家消費量に

関する報告書（様式第８号）により、町長に報告しなければならない。 

（現地調査等） 

第16条 町長は、補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るため、必要に応じて

現地調査を行うことができる。 

２ 町長は、補助事業者に対して、必要に応じて事業の成果を示すデータの提供等の



協力を求めることができる。 

（関係書類の保管） 

第17条 補助事業者は、補助金の申請書及び実績報告書に関連する書類を、事業完了

年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

（別表第１）（第４条関係） 

別表第１（第４条関係） 

補助対象設

備等 

補助要件 補助対象

経費 

補助金額 

１  太陽光

発電設備 

(１) 自ら居住する既存住宅又は当該住宅

と同一敷地内に存する建築物に補助対象

設備を設置し、実績報告書提出時点にお

いて当該既存住宅に住所を有すること。 

(２) 設備を設置する既存住宅は、一戸建

ての専用住宅であること。 

(３) 伊那市、駒ヶ根市又は上伊那郡内に

本店、支店若しくは営業所を有する法人

又は個人事業主に補助対象設備を設置さ

せること。 

(４) 設置に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(５) 補助対象設備を設置する既存住宅等

が自己の所有に属さない場合又は共同所

有者がいる場合は、当該所有者に設置に

ついての承諾を得ること。 

(６) 太陽電池モジュールの公称最大出力

の合計値及びパワーコンディショナの出

力の合計値のいずれか低い値が５ｋＷ未

満のものであること。ただし、世帯人数

及び電化製品の使用状況等により、５ｋ

Ｗ以上のものを必要とする場合は、10ｋ

Ｗ未満のものに限り、設置できるものと

する。 

(７) 発電する電力量のうち、自家消費す

る電力量が30％以上であること。 

(８) 電気事業者による再生可能エネルギ

ー電気の利用の促進に関する特別措置法

（平成23年法律第108号）に基づくＦＩＴ

制度又はＦＩＰ制度の認定を取得しない

設 備 費 及

び 工 事 費

（ 消 費 税

及 び 地 方

消 費 税 相

当 額 を 除

く。） 

 

１ ｋ Ｗ 当

た り 10 万

円 （ 太 陽

電 池 モ ジ

ュ ー ル の

公 称 最 大

出 力 の 合

計 値 及 び

パ ワ ー コ

ン デ ィ シ

ョ ナ の 出

力 の 合 計

値 の い ず

れ か 低 い

値 （ ｋ Ｗ

表 示 の 小

数 点 第 ２

位 未 満 は

切 捨 て ）

に １ ｋ Ｗ

当 た り 10

万 円 を 乗

じた額） 



こと。 

(９) 余剰電力は、町長が指定する電気事

業法（昭和39年法律第170号）第２条の２

に規定する小売電気事業者に売却するこ

と。 

(10) 既存設備の更新の場合は、設置から

17年を経過していること。 

(11) 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

実施要領（令和４年３月30日付け環政計

発第2203303号。以下「交付金実施要領」

という。）別紙２地域脱炭素移行・再エ

ネ推進交付金交付対象事業となる事業

（重点対策加速化事業）の交付要件を満

たすこと。 

２  定置型

蓄電設備 

※ 太 陽 光

発 電 設 備

及 び 定 置

型 蓄 電 設

備 を 設 置

する場合 

(１) 自ら居住する既存住宅又は当該住宅

と同一敷地内に存する建築物に補助対象

設備を設置し、実績報告書提出時点にお

いて当該既存住宅に住所を有すること。 

(２) 設備を設置する既存住宅は、一戸建

ての専用住宅であること。 

(３) 蓄電容量が４ｋＷｈ以上のものであ

ること。 

(４) １ｋＷｈ当たりの価格が15万５千円

（消費税及び地方消費税を含まない）以

下の設備であること。 

(５) 伊那市、駒ヶ根市又は上伊那郡内に

本店、支店若しくは営業所を有する法人

又は個人事業主に補助対象設備を設置さ

せること。 

(６) 設置に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(７) 補助対象設備を設置する既存住宅等

が自己の所有に属さない場合又は共同所

有者がいる場合は、当該所有者に設置に

ついての承諾を得ること。 

(８) １ 太陽光発電設備の項により設置

した設備に常時接続する設備であるこ

と。 

設 備 費 及

び 工 事 費

（ 消 費 税

及 び 地 方

消 費 税 相

当 額 を 除

く。） 

 

補 助 対 象

経 費 の ３

分 の １ 以

内 の 額

（ 上 限 １

ｋ Ｗ ｈ 当

たり5.1万

円 ） に 、

蓄 電 容 量

１ ｋ Ｗ ｈ

当たり0.9

万 円 を 加

算 し た

額 。 た だ

し 、 ７ ｋ

Ｗ ｈ に 相

当 す る 額

を 限 度 と

す る 。

（ ｋ Ｗ ｈ

表 示 の 小

数 点 以 下

は 切 捨

て） 



(９) 停電時のみに利用する非常用予備電

源でないこと。 

(10) 既存設備の更新の場合は、設置から

６年を経過していること。 

(11) 交付金実施要領別紙２地域脱炭素移

行・再エネ推進交付金交付対象事業とな

る事業（重点対策加速化事業）の交付要

件を満たすこと。 

３  定置型

蓄電設備 

※ 定 置 型

蓄 電 設 備

の み を 設

置 す る 場

合 

 

(１) 自ら居住する既存住宅又は当該住宅

と同一敷地内に存する建築物に補助対象

設備を設置し、実績報告書提出時点にお

いて当該既存住宅に住所を有すること。 

(２) 設備を設置する既存住宅は、一戸建

ての専用住宅であること。 

(３) 蓄電容量が４ｋＷｈ以上のものであ

ること。 

(４) 伊那市、駒ヶ根市又は上伊那郡内に

本店、支店若しくは営業所を有する法人

又は個人事業主に補助対象設備を設置さ

せること。 

(５) 設置に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(６) 補助対象設備を設置する既存住宅等

が自己の所有に属さない場合又は共同所

有者がいる場合は、当該所有者に設置に

ついての承諾を得ること。 

(７) 既に設置されている太陽光発電設備

に常時接続する設備であること。 

(８) 停電時のみに利用する非常用予備電

源でないこと。 

(９) 設置設備は商用化され、導入実績が

あるもので、中古のものでないこと。 

 １ 件  10

万円 

 

４  太陽熱

利 用 シ ス

テム 

(１) 自ら居住する既存住宅に補助対象設

備を設置し、実績報告書提出時点におい

て当該既存住宅に住所を有すること。 

(２) 設備を設置する既存住宅は、一戸建

ての専用住宅であること。 

(３) 太陽集熱器が日本産業規格4112で規

設 備 費 及

び 工 事 費

（ 消 費 税

及 び 地 方

消 費 税 相

当 額 を 除

補 助 対 象

経 費 の ３

分 の ２ 以

内 （ 上 限

60万円） 



定する太陽集熱器の性能と同等以上の性

能を有していること。 

(４) 伊那市、駒ヶ根市又は上伊那郡内に

本店、支店若しくは営業所を有する法人

又は個人事業主に補助対象設備を設置さ

せること。 

(５) 設置に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(６) 補助対象設備を設置する既存住宅が

自己の所有に属さない場合又は共同所有

者がいる場合は、当該所有者に設置につ

いての承諾を得ること。 

(７) 既存設備の更新の場合は、設置から

15年を経過していること。 

(８) 交付金実施要領別紙２地域脱炭素移

行・再エネ推進交付金交付対象事業とな

る事業（重点対策加速化事業）の交付要

件を満たすこと。 

く。） 

５  ＺＥＨ

水準住宅 

(１) 町内において、自ら居住するための

ＺＥＨ水準に適合する一戸建て住宅を新

築すること。 

(２) 交付申請日の属する年度の４月１日

以降に設計及び建築工事請負契約を締結

したものであること。 

(３) ＺＥＨ水準への適合の確認は、第三

者機関が発行した証明書類又は長野県が

実施する信州健康ゼロエネ住宅助成金

（新築タイプ）の額の確定通知書による

ものであること。 

 １ 件  10

万円 

６  断熱性

能 向 上 リ

フォーム 

(１) 自ら居住する既存住宅（店舗及び事

務所その他これらに類する用途の部分を

有する併用住宅にあっては、住居部分に

限るものとする。）の断熱性能向上リフ

ォームを実施し、実績報告書提出時点に

おいて当該既存住宅に住所を有するこ

と。 

(２) 町内に本店、支店若しくは営業所を

有する法人又は個人事業主に補助対象工

設 備 費 及

び 工 事 費

（ 消 費 税

及 び 地 方

消 費 税 相

当 額 を 除

く。） 

補 助 対 象

経 費 の ２

分 の １ 以

内 （ 上 限

15 万 円 ）

た だ し 、

補 助 対 象

経 費 か

ら 、 国 、



事を実施させること。 

(３) 工事に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(４) 補助対象工事を実施する既存住宅が

自己の所有に属さない場合又は共同所有

者がいる場合は、当該所有者に実施につ

いての承諾を得ること。 

県 又 は 町

の 他 の 制

度 の 補 助

金 等 交 付

額 を 除

く。 

７  ＥＶ又

はＰＨＶ 

(１) 町内に住所を有する者で、自ら使用

するためのＥＶ又はＰＨＶを購入するこ

と。 

(２) 購入に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(３) 自家用の新車として新たに購入する

もの（中古の輸入車の初度登録車を除

く。）であること。 

(４ ) 使用の本拠の位置が町内であるこ

と。 

(５) 交付申請日時点で、一般社団法人次

世代自動車振興センターが実施するクリ

ーンエネルギー自動車導入促進補助金

（以下「ＣＥＶ補助金」という。）の交

付対象となっているＥＶ又はＰＨＶで、

給電機能を有するものであること。 

(６ ) 災害時等の当該車両の貸与につい

て、町から要請があった場合には、可能

な範囲で協力するよう努めること。 

 Ｃ Ｅ Ｖ 補

助 金 の 規

定 に 定 め

る 補 助 金

交 付 額 の

10 分 の １

以 内 （ 上

限 10 万

円） 

８  Ｖ２Ｈ

充 放 電 設

備 

(１) 自ら居住する町内の住宅にＶ２Ｈ充

放電設備を設置し、実績報告書提出時点

において当該住宅に住所を有すること。 

(２) 設置に関する契約の締結は、交付決

定日以降に行うこと。 

(３) 補助対象設備を設置する住宅が自己

の所有に属さない場合又は共同所有者が

いる場合は、当該所有者に設置について

の承諾を得ること。 

(４ ) 設置する設備は、中古品でないこ

と。 

(５) 当該設備と接続して補助事業者又は

 Ｃ Ｅ Ｖ 補

助 金 の 規

定 に 定 め

る 補 助 金

交 付 上 限

額 の 10 分

の １ 以 内

（ 上 限 10

万円） 



補助事業者と同一世帯に属する者が所有

する自家用のＥＶ又はＰＨＶを使用する

ためのものであること。 

(６) 交付申請日時点で、一般社団法人次

世代自動車振興センターが実施するＣＥ

Ｖ補助金の交付対象となっている設備で

あること。 

（別表第２）（第５条、９条関係） 

別表第２（第５条、第９条関係） 

補助対象設

備等 

交付申請書添付書類 実績報告書添付書類 

１  太陽光

発 電 設

備 、 定 置

型 蓄 電 設

備 及 び 太

陽 熱 利 用

システム 

(１) 設置する既存住宅の位置

図 

(２) 補助対象経費及びその内

訳が記載された見積書の写し 

(３) 設置箇所を示す写真 

(４) メーカー、型式及び容量

等設備の仕様が確認できる書

類 

(５) 太陽集熱器が日本産業規

格4112で規定する太陽集熱器

の性能と同等以上の性能を有

す る こ と を 確 認 で き る 書 類

（太陽熱利用システムの場合

に限る。） 

(６) 既存設備の設置年月が確

認できる書類（既存設備の更

新の場合に限る。） 

(７) 箕輪町家庭におけるゼロ

カ ー ボ ン 推 進 補 助 金 委 任 状

（様式第２号）（本補助金に

係る手続を代理人に委任する

場合に限る。） 

(１) 設置費用及びその内訳が

記載された工事請負契約書の

写し 

(２) 設置費用の支払を確認で

きる書類 

(３) 設置状況を示す写真 

(４) 設置設備の保証書の写し 

(５) 売電申込が確認できる書

類 （ 太 陽 光 発 電 設 備 で あ っ

て、余剰電力を売電する場合

に限る。） 

 

 

２  ＺＥＨ

水準住宅 

(１) 建築予定地の位置図 

(２) 設計及び建築工事請負契

約書の写し 

(３) ＺＥＨ水準に適合するこ

(１) 建築費用の支払を確認で

きる書類 

(２) 完成した住宅の外観写真 

(３) 県の補助金の額の確定通



とを証明する第三者機関が発

行した書類又は長野県が実施

する信州健康ゼロエネ住宅助

成 金 （ 新 築 タ イ プ ） （ 以 下

「県の補助金」という。）の

交付申請書の写し及び各基準

に適合していることを示す計

算書の写し 

(４) 箕輪町家庭におけるゼロ

カ ー ボ ン 推 進 補 助 金 委 任 状

（様式第２号）（本補助金に

係る手続を代理人に委任する

場合に限る。） 

知書の写し（交付申請時に、

県の補助金の交付申請書及び

各基準に適合していることを

示す計算書の写しを提出した

場合に限る。） 

３  断熱性

能 向 上 リ

フォーム 

(１) 改修する既存住宅の位置

図 

(２) 補助対象経費及びその内

訳が記載された見積書の写し 

(３) 製品の規格及び改修内容

が確認できる書類 

(４ )  改 修 箇 所 を 示 す 平 面 図

（住宅全体の間取りが確認で

きるもの） 

(５) 改修箇所を示す写真 

(６) 箕輪町家庭におけるゼロ

カ ー ボ ン 推 進 補 助 金 委 任 状

（様式第２号）（本補助金に

係る手続を代理人に委任する

場合に限る。） 

(１) 改修費用の支払を確認で

きる書類 

(２) 改修状況を示す写真 

４  ＥＶ又

はＰＨＶ 

(１) 製品名及び価格が記載さ

れた見積書の写し 

(２) 箕輪町家庭におけるゼロ

カ ー ボ ン 推 進 補 助 金 委 任 状

（様式第２号）（本補助金に

係る手続を代理人に委任する

場合に限る。） 

(１) 自動車検査証の写し又は

自動車検査証記録事項の写し

（電子車検証の発行を受けて

いる場合は、自動車検査証記

録事項を提出すること。） 

(２) 車両代金の支払を確認で

きる書類 

５  Ｖ２Ｈ

充 放 電 設

(１) 製品名及び価格が記載さ

れた見積書の写し 

(１) 設置費用の支払を確認で

きる書類 



備 (２) 設置設備に接続予定のＥ

Ｖ若しくはＰＨＶの自動車検

査証の写し若しくは自動車検

査証記録事項の写し（電子車

検証の発行を受けている場合

は、自動車検査証記録事項を

提出すること。）又は購入予

定車両の製品名及び価格が記

載された見積書の写し 

(３) 箕輪町家庭におけるゼロ

カ ー ボ ン 推 進 補 助 金 委 任 状

（様式第２号）（本補助金に

係る手続を代理人に委任する

場合に限る。） 

(２) 保証書その他設置設備の

型式・製造番号が確認できる

書類の写し 

(３) 設置状況を示す写真 

(４) 設置設備に接続するＥＶ

又はＰＨＶの自動車検査証又

は自動車検査証記録事項の写

し（電子車検証の発行を受け

ている場合は、自動車検査証

記録事項を提出すること。）

（交付申請時に提出していな

い場合に限る。） 



（様式第１号）（第５条関係） 

 



（様式第２号）（第５条関係） 

 



（様式第３号）（第７条関係） 

 



（様式第４号）（第８条関係） 

 



（様式第５号）（第９条関係） 

 



（様式第６号）（第11条関係） 

 



（様式第７号）（第14条関係） 

 



（様式第８号）（第15条関係） 

 


